
 

『改元、４割超が「自社に影響」 特需期待も経費増など不安』 

 
 帝国データバンクは、５ 月１ 日の改元に関する企業の意識調査結果を発表した。それによると、改元

やそれに伴う１ ０ 連休について、自社に何らかの「影響がある」と回答した企業は４ ３ ． ６ ％だっ

た。プラス面の影響として改元関連特需への期待、マイナス面では大型連休による営業日数の減少や諸

経費の増加などが挙げられており、期待と不安が交錯する企業心理が浮き彫りになった。この調査は２ 

月に全国の２ 万３ ０ ３ １ 社を対象に実施した。有効回答企業数は９ ７ ０ １ 社だった。  

 改元が自社に及ぼす影響について、「プラスの影響がある」が５ ． ３ ％、「マイナスの影響がある」

が１ ２ ． ８ ％、「プラス、マイナス両面の影響で差し引きゼロ」が２ ５ ． ５ ％、「影響はない」

が３ ８ ． ９ ％、「分からない」が１ ７ ． ５ ％だった。  

 プラスの理由では、祝賀ムードによる消費マインドの改善など「人々の気持ちの高揚」が最多。休日

の増加による「個人消費の拡大」、改元に伴う設備改修の注文増など「改元特需の発生」が上位に並ん

だ。またマイナスの理由では、休日の増加による「営業日数の減少」がトップ。新元号に関する商品・

サービスの購入・利用、行政システムへの対応など「諸経費の増加」、「人手不足の深刻化」の懸念が

多かった。  

 

『平成３１年度「全国安全週間」 ７月１日から１週間』 

 
 厚生労働省では７月１日から１週間、「全国安全週間」を実施する。 

 平成３１年度のスローガンは「新たな時代にＰＤＣＡみんなで築こうゼロ災職場」である。今年で９

２回目となる全国安全週間は、労働災害を防止するために産業界での自主的な活動の推進と、職場での

安全に対する意識を高め、安全を維持する活動の定着を目的として行われている。平成３０年度の「死

亡災害」は前年を下回る見込みだが、「休業４日以上の死傷災害」は３年連続で増加している。労働災

害の防止のために、国、事業者、労働者などの関係者が重点的に取り組む事項を定めた「第１３次労働

災害防止計画」が平成３０年度を初年度として新たに展開されている。平成３０年９月には労働安全衛

生マネジメントシステムに関する日本工業規格（ＪＩＳＱ４５００１等）も制定された。 

 平成３１年のスローガンでは、マネジメントシステムの基本をなす「計画（Ｐｌａｎ）・実施（Ｄｏ）・

評価（Ｃｈｅｃｋ）・改善（Ａｃｔ）」（ＰＤＣＡサイクル）を確立し、安全な職場環境を形成するよ

う呼びかけている。厚生労働省では「全国安全週間」において、各職場における巡視やスローガンの掲

示、講習会の開催等、さまざまな取組を行っていく予定だ。 
                   出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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＜ゴールデンウィーク期間の休業のご案内＞ 
平成３１年4月２８日（日）から令和元年５月６日（月）までの間の内、５月２日（木）

を除いて休業させていただきます。 

なお、４月２９日（月）はTimelyをお休みさせていただきますので、次回のTimely

発信は５月７日（月）の１265号です。よろしくお願いいたします。 
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